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１ はじめに

本日、令和５年度に実施した「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課

題に関する調査」の結果が文部科学省から公表されました。

本調査の目的は、児童生徒の問題行動・不登校等について、全国の状況を把握・

分析することにより、教育現場における生徒指導上の取組の一層の充実に資すると

ともに、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応につなげていくこ

とにあります。このため、毎年度、国公私立の小・中・高等学校・特別支援学校を

対象に実施しているものです。

本県の国公私立学校における結果の概要等は次のとおりです。

２ 暴力行為

◇ 結果の概要

・暴力行為の発生件数は277 件であり、前年度比－19件となっている。校種別で

見てみると、小中学校で減少している。

◇ 要因及び対策

・小・中学校で減少している要因の１つとして、県教育委員会と市町村教育委員

会が連携して、前年度に暴力行為事案が多発した学校に対して、直接かつ具体

的に指導・助言を行い、また、それをもとに、各学校の全教職員が意識を共有

し、取組を進めるようになってきたことが挙げられる。

３ いじめ

◇ 結果の概要

・いじめの認知件数は、3,583 件であり、前年度比－166 件となっている。

・いじめ発見のきっかけは、「本人からの訴え」が最も多くなっている。

・認知されたいじめ案件の現在の解消状況は、77.8％で前年度比＋1.8 ポイント

となっている。

・いじめの重大事態発生件数は８件であり、前年度比－11件となっている。しか

しながら、1,000 人当たりの発生件数は全国平均値から＋0.02 ポイント高い状

況にある。

◇ 要因及び対策

・いじめの解消率が上がったことについては、各学校で「いじめ防止対策推進法」

の理解が進み、解消に向けた組織的な取組が行われるようになってきたことの

表れであると思われる。

・いじめについては、県立学校や市町村教育委員会に対して、重大事態に至る可能

性がある事案について、早い段階で県教育委員会に報告・相談を行うよう促すと

ともに、必要に応じて指導主事等を派遣して支援を行ってきた。こうしたことが

いじめの重大事態の減少につながったものと考える。今後も学校や市町村教育

委員会との連携を密に支援を行っていく。



４ 不登校

◇ 結果の概要

・不登校児童生徒数は、1,604 人であり、前年度比＋141人となっている。1,000 人

当たりでは34.3 人であり、全国値と比較すると－2.9ポイントとなっている（昨

年度に引き続き、２年連続で全国値を下回る結果）。

◇ 要因及び対策

・1,000 人当たりの不登校児童生徒数が２年連続で全国値を下回ったことは、不登

校の兆しが見える児童生徒の早期把握、早期対応に注力するとともに、専門家の

見立てに沿った支援を行い、あわせて、子どもの心理状況に応じた居場所の確保

に取り組んだことなどが要因として考えられる。

・「不登校への対応」については現在、「高知県不登校児童生徒の多様な教育機会確

保に関する協議会」を設置し、誰一人取り残さない、多様な背景・特性・事情等

を踏まえた重層的な支援策について、有識者の方々に検討していただいている。

本会議の皆様からのご意見等を踏まえながら、不登校対策の充実を図っていく。

５ まとめとして

調査結果においては、暴力行為の発生件数やいじめの重大事態発生件数は前年度

から減少し、また、1,000 人当たりの不登校児童生徒数も全国平均値を下回る状況と

なっています。

しかし、1,000 人当たりのいじめの重大事態発生件数はまだ全国と比較しても多

く、また、不登校の発生率は上昇傾向にあり、子どもたちが安心安全な学校生活をお

くるという点においては、まだまだ厳しい状態にあると捉えています。

児童生徒の問題行動への対応は、未然防止と早期発見、早期対応が重要であり、こ

れまでも「魅力ある学校づくり」や「きもちメーター」の活用、さらには、スクール

カウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置の充実等を図ってきたところで

す。併せて、昨年度は市町村教育委員会とも連携し、学校への直接指導の場面も増や

してきました。この中で、臨床心理士等、子どもの心理に係る専門家の助言も頂きな

がら、児童生徒理解を深め、全教職員が組織的に対応する学校も増えてきています。

県教育委員会では、今後も引き続き、多様な背景や事情等を抱える子どもたちに

対して、それぞれのニーズに寄り添った支援が行われるよう、「第４期高知県教育

振興基本計画」に基づき、また、関係機関等と連携しながら、生徒指導上の諸課題

の改善に向けた取組を推進してまいります。

高知県教育長 長岡 幹泰


